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自治体国際化フォーラム

今日の地方自治体では、地域経済の活性化や多文化共生、人材育成といったあらゆる課題において、国際的な視野に立った戦略立案・
事業運営が不可欠となっています。クレアでは、国際イベントへの参加、人材交流の仕組みづくり、海外事情のリサーチなど、地方自
治体の皆様のニーズに対し、世界中に広がるネットワークと親身な対応で、最適なご提案と支援をいたします。最近のクレアの活動内容
などは、P16～P19の「CLAIR トピックス」に掲載していますのでご覧ください！

「ハイパー ジャパン フェスティバル2024」の出展ブースにおける来場者とのコミュニケーション

広州国際旅行産業博覧会でのクレアブースの様子

C L A I R  活 動 風 景C L A I R  活 動 風 景

巻頭言
1「住んでよし、訪れてよしの新潟県」に向けて
新潟県知事　花角　英世

ZOOM UP
2 国内外の大規模スポーツ大会から学ぶ
2 日本および海外におけるスポーツイベントを契機とした地域活性化プロジェクトの動向

大阪体育大学　学長／（一社）日本スポーツツーリズム推進機構　代表理事　原田　宗彦
4 パリ大会のコンセプトと実際 〜大会の現場から〜

（一財）自治体国際化協会パリ事務所　所長補佐　柳澤　仁実（福井市派遣）
6 東京 2020 大会のレガシー

東京都政策企画局政策部政策調査課
8 ロンドン大会を利用した都市再生

（一財）自治体国際化協会ロンドン事務所　所長補佐　野村　美幸（岐阜県派遣）
10 スポーツに着目した地域振興 ～米国の事例から～

（一財）自治体国際化協会ニューヨーク事務所　所長補佐　米納　一樹（熊本市派遣）
12 大分国際車いすマラソンの軌跡 ～過

こ れ ま で

去と未
こ れ か ら

来～
大分県福祉保健部障害者社会参加推進室　大畑　有輝

14 国際スポーツ大会などの開催に係わる高崎市の取り組み
（公財）高崎財団企画誘致部

CLAIR トピックス
16 イベント情報・活動報告

現場レポート
20 英国多文化コミュニティ政策交流プログラム

（一財）自治体国際化協会ロンドン事務所　所長補佐　細井　成美（徳島県派遣）
22 ニューヨーク市における

山口県山口市の観光 PR 活動を支援して
（一財）自治体国際化協会ニューヨーク事務所　

所長補佐　村田　直之（山口県萩市派遣）
24 地方自治体が海外の自治体職員を受け入れる活動を支援しています！

自治体職員協力交流事業（LGOTP）
（一財）自治体国際化協会交流支援部経済交流課　主事　早日渡　暁子（宮崎県派遣）

26 2024年度 JET プログラムインターンシップ：
現場で学び未来をひらく

（一財）自治体国際化協会 JET プログラム事業部調整課
28 香川県の取り組みについて

～多文化共生の社会づくりの実現をめざして～
（一財）自治体国際化協会　香川県支部長　土居　義昌

JET 活躍の現場から
30 姉妹都市提携の立役者 ～ CIR と共にさらなる飛躍を～

神奈川県平塚市市民部文化・交流課

JET からの手紙
32 ディベートで言語と文化を学びましょう !

福井県立高志高等学校　外国語指導助手
Jacob Shanahan（ジェイコブ・シャナハン）

国際化の最前線から
34 人口減少が外国人受入れを促進する

関西国際大学　客員教授　毛受　敏浩

驚クレア
4 4

な体験談 〜 World　見聞録〜

35 パリの賃貸事情 〜パリ大会の裏で〜
（一財）自治体国際化協会パリ事務所　所長補佐　柳澤　仁実（福井市派遣）

36 国際化・多文化共生の推進力を養う
愛知県一宮市活力創造部観光交流課　清水　健太
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表紙写真

パリ大会の会場となったコンコルド広場の様子

●自治体国際化協会（CLAIR クレア）とは
　自治体の国際化推進を支援することなどを目的とする自治体の共同組織です。
　 東京に事務局・本部を構え、ニューヨーク、ロンドン、パリ、シンガポール、
ソウル、シドニー、北京に海外事務所を設置しています。JET プログラム
事業、自治体の海外活動の支援、諸外国の地域活性化に関する情報収集、
さらには日本の地方自治体制度の世界への発信などを実施し、自治体と世
界各国の懸け橋となっています。

●JET プログラムとは
　 

●詳細はクレアホームページで！　　https://www.clair.or.jp/

JETプログラム（語学指導等を行う外国青年招致事業）とは、外国青年を
招致して地方自治体などで任用し、外国語教育の充実と地域の国際交流推進
を図る事業です。ALT（外国語指導助手）、CIR（国際交流員）および SEA
（スポーツ国際交流員）の3種類があり、2024年7月1日現在51カ国から
5,861 人の青年が国内各自治体で活躍しています。


